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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

施設利用率 64.05

2019 年 11 月 1 日

施設数

策定日：

年度

　
（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

5

料 金 体 系 の 概 要
・ 考 え 方

施設能力 3,367

水道料金は以下の様に採用している。
・家庭用・営業用・官公署用は0～8ｍ3迄を基本水量(基本料金)として、以降は超過水量(超過料金)として
　使用水量によって逓増性の単価を採用している。ただし、家庭用については、超過料金は使用水量に依らず
　一律単価を採用している。
・臨時用は1ｍ3毎の単価を採用している。
・米軍用は2019(R1)年度実績使用料金÷2019(R1)年度実績使用水量にて算出している。

計画給水人口

10,419現在給水人口

10,525

法適（全部・財務）
・非適の区分

法適用

129.891 千ｍ

1.45

別添１－1

金武町　　　　　　　　　　事業経営戦略

事業の現況

団体名：

事業名：

有収水量密度

沖縄県　金武町

金武水道事業

計画期間：

8

～

管路延長

供用開始年月日 2014 年 3 月 1 日

水源

㎥／日

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水道

簡易水道

2019(R1)年度用途別・種別料金表

水量 使用水量

9～20m3 80 円

21～35m3 80 円

36～50m3 80 円

51m3～ 80 円

9～200m3 100 円

201～500m3 110 円

501～1000m3 140 円

1001～2000m3 200 円

2001m3～ 260 円

9～100m3 230 円

101～200m3 240 円

201～500m3 250 円

501～1000m3 285 円

1001m3～ 320 円

臨時用 0m3～ 265 円

米軍用 0m3～ 286 円

※米軍用については、2019(R1)年度実績使用料金÷2019(R1)年度実績使用水量にて算出。

0～8m3

0～8m3

単価

官公署用 円

用途別

営業用

基本料金（１ヶ月につき）

単価

専用栓

家庭用 円

種別

基本料金無し。1m3毎

基本料金無し。1m3毎

0～8m3 1,330

950

640

円

超過料金



④ 組　織

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析

・2020（R2）年度現在、金武町上下水道課は水道係・下水道係で構成されている。

・水道係の組織体系は以下の通りである。
　上下水課長　伊芸誠
　→課長補佐　金城貴裕
　　→水道係長　仲間安二
　　　→職員　上江洲のぞみ・仲間晃子・仲間福

これまでの主な経営健全化の取組

①令和元年度は黒字に転じている。この主な要因は令和元年11月分から水道料金の改定により
　経営収支比率が上がり、経営の改善が図られたことが挙げられる。

②累積欠損額は発生しておらず概ね健全な経営である。

③流動比率は当該値が示しているように、若干増加しており良好である。
　他団体と比較して流動比率が大きいのは、現金で内部留保資金を有しているからである。

④企業債は平成12年度以降起債が無いため、類似団体と比較して低く推移している。

⑤料金回収率は前年度より若干改善されているが、この主な要因は経常収支比率と同様に、令和元年11月分から
　水道料金の改定により経営収支比率が上がり、経営の改善が図られたことが挙げられる。

⑥給水原価は類似団体近くで推移している。

⑦施設利用率は64.8％で類似団体と比較して若干高く、効率的に施設が稼働していることが確認できる。

⑧有収率は89％前後であり、令和元年度全国平均に近い数値である。

※別紙の図．経営戦略分析表を参照する。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を
　添付すること。

・1989(H1)年度に金武区・並里区・中川区の3つの簡易水道事業が統合された。

・2014(H26)年度に金武水道事業第３次拡張事業にて、金武水道事業と屋嘉区簡易水道事業を統合した。

・上記より、経営の一元化を図っていく事で、経営基盤の強化・清浄低廉な水の十分な供給の実施を可能にする。



２．将来の事業環境

（１）

（２）

・生活用水量について、実績値である2019(R1)年度では2,896ｍ3/日であり、2030(R12)年度では2,884ｍ3/日となる。よって減少傾向にあるといえる。

・営業用水量について、実績値である2019(R1)年度では490ｍ3/日であり、2030(R12)年度では543ｍ3/日となる。よって増加傾向にあるといえる。

・官公署用水量について、実績値にばらつきが見られる為、2010(H10)～2019(R1)年度の平均値である464ｍ3/日を、予想値として一律採用する。

・臨時用水量について、実績値にばらつきが見られる為、異常値を除いた2014(H26)～2019(R1)年度の平均値である14ｍ3/日を、
　予想値として一律採用する。

・米運用水量について、推移の実態が見えない事や駐在する米軍の人口・動向に左右される為、実績最大値である2018(H30)年度の2,059ｍ3/日を、
　予想値として一律採用する。

総じて、有収水量は実績値である2019(R1)年度では5,788ｍ3/日であり、2030(R12)年度では5,964ｍ3/日となる。よって増加傾向にあるといえる。

水需要の予測

　平成29年度公表の推計の５歳階級別純移動率を使用して人口推計を行うと減少傾向となる。
これは町外へ出ていく人口が増えるとされているためである。
　上位計画である第５次金武町総合計画では、政策的努力目標を加味し令和7年度における目標人口を12,000人と掲げている。
よって、本推計では平成25年度５歳階級別純移動率・生残率を適用し、上位計画との整合を図るものとする。
　給水区域内人口は、行政区域内人口より伊芸区人口を差し引いて算出する。
　計画年度における伊芸区人口は、2019(R1)年度における給水区域内と行政人口の割合から算出した。

・目標年度2030(R12)年度の計画給水区域内人口
＝　2019(R1)年度給水区域内人口　÷　2019(R1)年度行政人口　×　目標年度行政人口
＝　10,419人　÷　11,455人　×　11,571人
＝　10,525人

※以下の図を参照する。

給水人口の予測

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
実績値 11,215 11,247 11,389 11,423 11,470 11,495 11,453 11,524 11,573 11,455
年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15
推計値 11,461 11,467 11,473 11,479 11,489 11,502 11,515 11,528 11,541 11,557 11,571 11,585 11,599 11,613



（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

組織の見通し

・2020(R2)に実施したアセットマネジメントをはじめ、計画的な事業を計画していく事で、健全な経営を行う。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

料金収入の見通し

・実績値である2015(H27)～2019(R1)年度は、増加傾向にある。

・将来値である2020(R2)～2027(R9)年度では、供給単価を実績値2019(R1)年度を採用している。加えて、有収水量・給水収益は殆ど一定である。
　2028(R10)年度に企業局受水量を増加させるので、その分の営業損益のマイナス分を補填するように、供給単価の増額を行う。

目標

・単年度に執行可能な事業量に基づいて事業計画を立てる事とした。単年想定事業費を2億円に設定した。

・金武水道事業では、資産の老朽化による更新事業費の増加等の問題が発生している。

・企業局受水量を増やす事で安定した水量を供給しながら、施設の統廃合を行う事でダウンサイジングを達成する。

・耐用年数通りの更新を行うと、アセットマネジメント計画年度内の事業費の分布が極端なものになってしまう。
　そこで、事業費を均して急激な支出の増加による財政収支の悪化を防ぐ為、平準化を行った。
　平準化として行った内容は以下の通りである。
　
　・単年想定事業費を2億円に設定して、その金額内で行う事業は、更新・新設する管・施設に優先順位をつけて選定した。
　　既設の管・施設について以下に示す。
　
　　・土木・建築については、取得金額が高いものは2～3年に分けて更新するように更新基準年度を調整した
　
　　・機械・電気については、障害が発生した際の影響を考慮して、基本的に耐用年数通りで更新する事とした。ただし、施設台帳に
　　　"多数の機械・電気が2017年に更新済み"との記録があり、そのまま更新すると単年総事業費が2億円を優に超えてしまう為、
　　　±10年程度各々でずらして平準化を図った。
　
　　・管については、耐用年数によって更新するのではなく、漏水等の問題が発生している管を、他優先事業を計上した上で
　　　単年想定事業費に収まるように更新することにした。

・2020(R2)年度現在、人員を増減する予定は無い。

投資・財政計画（収支計画）： 別紙のとおり

年度 給水収益(千円)

平成27年度 292,625

平成28年度 310,933

平成29年度 333,461

平成30年度 338,131

令和元年度 350,235

令和2年度 358,040

令和3年度 358,370

令和4年度 358,040

令和5年度 359,362

令和6年度 358,205

令和7年度 358,701

令和8年度 358,536

令和9年度 360,023

令和10年度 403,028

令和11年度 402,842

令和12年度 403,398

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

給
水
収
益

(千
円

)

年度

将来値実績値



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

・継続的に経営状況を分析・検証して、計画の最適化を図っていく。

施設・設備の廃止・統合
（ダウンサイジング）

・企業局受水量増にあたり、浄水場等を廃止する予定である。

施設・設備の合理化
（スペックダウン）

・金武浄水場と金武ポンプ場とその関連施設を廃止して、企業局受水量を増やす予定である。

料金

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

資産の有効活用等（*2）による
収入増加の取組

その他の取組 -

・新たに起債する事は無いので、既存の資産の返済が完遂次第、終了。

-

-広域化

・企業局受水量が増える2028(R10)年度に料金改定を行う事で、健全な運営を維持する。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（PPP/PFI等の導入等）

アセットマネジメントの充実
（施設・設備の長寿命化等

による投資の平準化）

-

その他の取組 -

企業債

繰入金

-

・2020(R2)年度にアセットマネジメントを策定した。
・資産の更新年度を個別に設定する事で、耐用年数通りに更新しながら平準化する事ができた。

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、

目標

・健全な経営を行う為、資金残高を現状のまま維持していく事を目標とする。

②　収支計画のうち財源についての説明

・収益的収支の営業費用については以下の様に設定した。
　・人件費・・・実績値である2019(R1)年度の値を将来値として一律採用した。
　・維持管理費・・・実績値である2019(R1)年度の値を将来値として一律採用した。
　・引当金・・・実績値である2019(R1)年度の値を将来値として一律採用した。
　・減価償却費・・・更新する管・施設の取得金額と各々の耐用年数により決定した。
　・受水費・・・2020(R2)～2030(R12)年度迄は推計にて算出。また、2028(R10)年度以降は企業局受水量増による増額も加味する。

・起債を行わないので、支払利息と企業債償還金は既存のもの以外が発生しない。



経営の健全性・効率性

老朽化の状況

図．経営戦略分析表
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年度 前々年度 前年度 本年度

区分 （決算） (決算見込) 2020(R2)

１．営業収益 (A) 342,024 354,322 362,127 362,457 362,127 363,449 362,292 362,788 362,623 364,110 407,115 406,929
(1)料金収入 338,131 350,235 358,040 358,370 358,040 359,362 358,205 358,701 358,536 360,023 403,028 402,842
(2)受託工事収益 (B)
(3)その他 3,893 4,087 4,087 4,087 4,087 4,087 4,087 4,087 4,087 4,087 4,087 4,087

２． 103,246 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338
(1)補助金

他会計補助金
その他補助金

(2)長期前受金戻入 93,568 95,155 90,191 89,862 82,706 79,468 74,564 72,864 73,556 64,667 63,508 68,627
(3)その他 9,678 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338 13,338

収入計 (C) 445,270 367,660 375,465 375,795 375,465 376,787 375,630 376,126 375,961 377,448 420,453 420,267
１．営業費用 447,121 433,729 419,988 418,470 409,521 403,667 394,373 390,575 392,462 380,545 445,542 455,337

(1)職員給与費 38,832 35,136 35,136 35,136 35,136 35,136 35,136 35,136 35,136 35,136 35,136 35,136
基本給
退職給付費
その他

(2)経費 270,678 256,922 250,856 250,311 249,472 249,337 248,156 247,634 246,885 246,812 311,243 310,049
動力費
修繕費
材料費
その他

(3)減価償却費 137,611 141,671 133,996 133,023 124,913 119,194 111,081 107,805 110,441 98,597 99,163 110,152
２．営業外費用 6,725 5,754 4,746 3,712 2,836 2,063 1,459 970 607 330 136 9

(1)支払利息 6,725 5,754 4,746 3,712 2,836 2,063 1,459 970 607 330 136 9
(2)その他

支出計 (D) 453,846 439,483 424,734 422,182 412,357 405,730 395,832 391,545 393,069 380,875 445,678 455,346
経常損益　(C)-(D) (E) △ 8,576 △ 71,823 △ 49,269 △ 46,387 △ 36,892 △ 28,943 △ 20,202 △ 15,419 △ 17,108 △ 3,427 △ 25,225 △ 35,079

特別利益 (F)
特別損失 (G)
特別損益　(F)-(G) (H)
当年度純利益（又は純損失）　(E)+(H) △ 8,576 △ 71,823 △ 49,269 △ 46,387 △ 36,892 △ 28,943 △ 20,202 △ 15,419 △ 17,108 △ 3,427 △ 25,225 △ 35,079
繰越利益剰余金又は累積欠損金 (I)
流動資産 (J)

うち未収金
流動負債 (K)

うち建設改良費分
うち一時借入金
うち未払金

(L)

(M) 342,024 354,322 362,127 362,457 362,127 363,449 362,292 362,788 362,623 364,110 407,115 406,929

(N)

(O)

(P)

健全化法第22条により算定した
資金不足比率(（N）/（P）×100)

健全化法施行規則第６条に規定する
解消可能資金不足額

健全化法施行令第17条により算定し
た

事業の規模

地方財政法施行令第15条第１項によ
り

算定した資金の不足額
営業収益－受託工事収益 (A)-(B)

健全化法施行令第16条により算定し
た

資金の不足額

地方財政法による資金不足の比率
(（L）/（M）×100)

収
益
的
支
出

収
益
的
収
支

収
益
的
収
入

累積欠損金比率
(I)÷｛(A)-(B)｝×100

2029(R11)2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7)

営業外収益

2021(R3) 2026(R8) 2027(R9) 2028(R10)



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年度 前々年度 前年度 本年度

区分 （決算） (決算見込) 2020(R2)

１．

２．

３．

４．

５．

６． 8,000 15,257 154,006 112,800 24,600 120,521 30,566 173,205 132,861 136,839 125,806 120,000

７．

８．

９．

(A) 8,000 15,257 154,006 112,800 24,600 120,521 30,566 173,205 132,861 136,839 125,806 120,000

(B)

(C) 8,000 15,257 154,006 112,800 24,600 120,521 30,566 173,205 132,861 136,839 125,806 120,000

１． 39,330 37,470 256,677 188,000 41,000 200,868 50,943 288,675 221,435 228,065 209,676 200,000

２． 28,655 29,625 30,634 28,762 26,807 22,920 19,913 16,405 13,576 9,731 7,909 603

３．

４．

５．

(D) 67,985 67,095 287,311 216,762 67,807 223,788 70,856 305,080 235,011 237,796 217,585 200,603

(E) 59,985 51,838 133,305 103,962 43,207 103,267 40,290 131,875 102,150 100,957 91,779 80,603

１． 35,467 69,848 84,727 86,636 88,021 90,251 90,879 92,386 93,333 95,170 73,938 75,073

２．

３．

４．

(F) 35,467 69,848 84,727 86,636 88,021 90,251 90,879 92,386 93,333 95,170 73,938 75,073

24,518 △ 18,010 48,578 17,326 △ 44,814 13,016 △ 50,589 39,489 8,817 5,787 17,841 5,530

(G)

(H) 177,260 146,626 117,864 91,057 68,137 48,224 31,819 18,243 8,512 603

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （決算） (決算見込) 2020(R2)
2029(R11)

収益的収支分

うち基準内繰入金

うち基準外繰入金

資本的収支分

2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 2027(R9)2021(R3)

うち基準内繰入金

うち基準外繰入金

合計

2028(R10)

資
本
的
収
支

補塡財源不足額 (E)-(F)

他会計借入金残高

企業債残高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補
塡
財
源

損益勘定留保資金

利益剰余金処分額

繰越工事資金

その他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越
さ

純計 (A)-(B)

資
本
的
支
出

建設改良費

うち職員給与費

企業債償還金

他会計長期借入返還金

他会計への支出金

資
本
的
収
入

その他

計

他会計借入金

国（都道府県）補助金

固定資産売却代金

工事負担金

計

その他

2026(R8) 2027(R9) 2028(R10)

他会計負担金

2029(R11)

企業債

うち資本費平準化債

他会計出資金

他会計補助金

2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7)


